
2021年4月1日

厚生労働省 社会・援護局地域福祉課

生活困窮者自立支援室

生活困窮者自立相談支援事業等
（生活困窮者自立相談支援事業費等負担金関係）



○社会保険制度
○労働保険制度

○生活困窮者自立支援制度
（H27.4～）

○求職者支援制度
（H23.10～）

【

第
１
の
ネ
ッ
ト
】【

第
２
の
ネ
ッ
ト

】【

第
３
の
ネ
ッ
ト
】

○生活保護制度
・ 最低生活の保障
・ 自立の助長

生活に困窮する者に対する重層的なセーフティネット
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◆認定就労訓練事業 （いわゆる「中間的就労」）
・直ちに一般就労が困難な者に対する支援付きの就労の場の育成（社会福祉法人等の自
主事業について都道府県等が認定する制度）

◆家計改善支援事業
・家計の状況を「見える化」するなど家計の状況を把握することや利用者の家計の改善
の意欲を高めるための支援（貸付のあっせん等を含む）

◆住居確保給付金の支給
・就職活動を支えるため家賃費用を有期で給付

◆子どもの学習・生活支援事業
・生活保護世帯の子どもを含む生活困窮世帯の子どもに対する学習支援
・生活困窮世帯の子ども・その保護者に対する生活習慣・育成環境の改善、教育及び就
労に関する支援等

◆自立相談支援事業
（全国907福祉事務所設置自治体で1,38１機関
（令和６年４月1日時点）

〈対個人〉
・生活と就労に関する支援員を配置し、ワンストップ型の相談窓口
により、情報とサービスの拠点として機能
・一人ひとりの状況に応じ自立に向けた支援計画（プラン）を作成

〈対地域〉
・地域ネットワークの強化・社会資源の開発など地域づくりも担う

包括的な相談支援

◇生活保護受給者等就労自立促進事業
・一般就労に向けた自治体とハローワークによる一体的な支援

就労に向けた準
備が必要な者

◆就労準備支援事業
・一般就労に向けた日常生活自立・社会自立・就労自立のための訓練
※就労のみならず居場所づくりなど幅広い社会参加を支援する機能の明確化
（就労準備支援事業を１年を超えて利用できるケースの明確化）

貧困の連鎖
の防止

◆一時生活支援事業
・住居喪失者に対し、一定期間、衣食住等の日常生活に必要な支援
（シェルター事業）
・シェルター等利用者や居住に困難を抱える者に対し、一定期間、訪問による見守りや生
活支援（地域居住支援事業）

なお一般就労が困難な者

就労支援

居住確保支援

子ども支援

本
人
の
状
況
に
応
じ
た
支
援
（※

）

※ 法に規定する支援（◆）を中心に記載しているが、これ以外に様々な支
援（◇）があることに留意

家計から生活
再建を考える者

家計再建支援

◇関係機関・他制度による支援
◇民生委員・自治会・ボランティアなどインフォーマルな支援
◇就労準備支援事業等の実施体制の整備促進 等

その他の支援

柔軟な働き方を
必要とする者

就労に向けた準
備が一定程度
整っている者

国費３／４

国費２／３

国費１／２,２／３

国費１／２

国費３／４

◆福祉事務所未設置町村による相談の実施
・希望する町村において、一次的な相談等を実施

国費３／４

◆都道府県による市町村支援事業
・ 市等の職員に対する研修、事業実施体制の支援、市域を
越えたネットワークづくり等を実施

◇都道府県等による企業開拓・マッチング支援事業
・ 就労体験や訓練を受け入れる企業等の開拓・マッチング・
定着までの一貫した支援

※ 農業分野との連携等地域の実情に応じた取組の促進

国費１／２

再就職のため居住
の確保が必要な者

国費２／３

国費10/10

H31年度予算：438億円 R2年度予算：487億円 R3年度予算：555億円
R4年度予算：594億円 R５年度予算：545億円

R6年度予算：531億円 うち負担金125億円

生活困窮者自立支援制度の概要

・緊急に衣食住の
確保が必要な者
・居住に困難を抱
え地域社会から
孤立した者
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☑ 相談に際して資産・収入に関する具体的な要件はなく、複合的な課題を抱える生活困窮者がい
わゆる「制度の狭間」に陥らないよう、できる限り幅広く対応

☑ 生活困窮者の中には、社会とのつながりが薄れ、自らサービスにアクセスできない者も多いこ
とから、アウトリーチも行いながら早期支援につながるよう配慮するとともに、孤立状態の解消な
どにも配慮。

☑ 支援に当たっては、法に定める各種事業、法外の関連事業、インフォーマルな取組などと連携。

☑ 既存の社会資源では生活困窮者の課題に対応できない場合には、地域における関係者との協
議を通じて、新たな社会資源を開発。

生活困窮者自立支援法の対象と支援の在り方

就労の状況、心身の状況、地域社会との関係性その他の事情により、現に経済的に困窮し、

最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのある者

生活困窮者の定義

支援のポイント
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生
活
困
窮
者

包括的・継続的な支援

相
談
窓
口

○ 自立相談支援事業は、生活困窮者からの相談を受け、
① 生活困窮者の抱えている課題を評価・分析（アセスメント）し、そのニーズを把握
② ニーズに応じた支援が計画的かつ継続的に行われるよう、自立支援計画（プラン）を策定
③ 自立支援計画（プラン）に基づく各種支援が包括的に行われるよう、関係機関との連絡調整を実施

等の業務を行う。

自立相談支援事業

実施箇所 支援体制

• 全国1,381カ所に設置（福祉事務所設置自治体 907自治体）

• 6割は委託、3割は自治体直営、1割は直営＋委託

（委託のうち8割は社会福祉協議会）

• 主任相談支援員、就労支援員、相談支援員を配置
※世田谷区の場合、区内５か所の福祉事務所に自立促進専門員を配置する
とともに、自立相談支援機関を設置（１か所。自立相談支援(31.5名)、
就労支援(15名)を配置）

※社会福祉士や精神保健福祉士などの専門資格者を配置している場合もあり。

生
活
困
窮
状
態
か
ら
の
脱
却

• 総合的なアセスメント

就労、滞納など困りごとの整理

• 支援プラン作成・実行

同行支援、他機関の紹介等

• モニタリング・プラン評価

プラン振り返りと課題整理

• （必要に応じて）プラン見直し

連携

生活困窮者自立支援法に
基づく支援

（住居確保給付金等）

ハローワークや法テラス等
他制度の支援

民生委員の見守り、フードバ
ンクによる食材の提供など
インフォーマルな支援

自立相談支援機関
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原則、①による求職活動を行う。ただし、一定の要件の下、②による取組みも可とする。

①公共職業安定所又は地方公共団体が設ける公的な無料職業紹介の窓口に求職の申込みをし、求職活動を行う。

②公的な経営相談先へ経営相談の申込みをし、その助言等に基づいて、業務上の収入を得る機会の増加を図る取組を行う。

求職活動要件

住居確保給付金

○ 離職・廃業や休業等により、住居を失うおそれが生じている方等に対して、住居確保給付金を支給することによ

り、求職活動中における安定した住まいの確保を支援する。

以下①又は②の者

①離職・廃業後２年以内の者（当該期間に疾病等やむをえない事情があれば最長４年以内）

②自己の責めによらず収入が減少し、離職・廃業と同程度の状況にある者

支給対象者

一定の収入要件（※）、資産要件、求職活動要件あり

※市町村民税均等割＋家賃額程度の水準、特別区では単身13.8万円、２人世帯19.4万円

支給要件

１ 事業の概要

２ 実施主体等

⚫ 都道府県・市・区等（福祉事務所設置自治体、９０7自治体）

３ 補助率

⚫ 国３／４、自治体１／４

家賃額（住宅扶助額を上限）

（特別区では単身5.4万円、２人世帯6.4万円）

支給額

原則３か月（求職活動等を行っている場合は３か月延長

可能（最長９か月まで））

支給期間

経営相談
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生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律（令和６年法律第21号）の概要

等

１．居住支援の強化のための措置【生活困窮者自立支援法、 生活保護法、 社会福祉法】

① 住宅確保が困難な者への自治体による居住に関する相談支援等を明確化し、入居時から入居中、そして退居時までの一貫した居住支
援を強化する。（生活困窮者自立相談支援事業、重層的支援体制整備事業）

② 見守り等の支援の実施を自治体の努力義務とするなど、地域居住支援事業等の強化を図り、地域での安定した生活を支援する。
③ 家賃が低廉な住宅等への転居により安定した生活環境が実現するよう、生活困窮者住居確保給付金の支給対象者の範囲を拡大する。
④ 無料低額宿泊所に係る事前届出の実効性を確保する方策として、無届の疑いがある施設に係る市町村から都道府県への通知の努力義
務の規定を設けるととも出義務違反への罰則を設ける。

２．子どもの貧困への対応のための措置【生活保護法】

① 生活保護世帯の子ども及び保護者に対し、訪問等により学習・生活環境の改善、奨学金の活用等に関する情報提供や助言を行うため
の事業を法定化し、生活保護世帯の子どもの将来的な自立に向け、早期から支援につながる仕組みを整備する。

② 生活保護世帯の子どもが高等学校等を卒業後、就職して自立する場合に、新生活の立ち上げ費用に充てるための一時金を支給するこ
ととし、生活基盤の確立に向けた自立支援を図る。

３．支援関係機関の連携強化等の措置【生活困窮者自立支援法、生活保護法】

① 就労準備支援、家計改善支援の全国的な実施を強化する観点から、生活困窮者への家計改善支援事業についての国庫補助率の引上げ、
生活保護受給者向け事業の法定化等を行う。

② 生活困窮者に就労準備支援・家計改善支援・居住支援を行う事業について、新たに生活保護受給者も利用できる仕組みを創設し、両
制度の連携を強化する。

③ 多様で複雑な課題を有するケースへの対応力強化のため、関係機関間で情報交換や支援体制の検討を行う会議体の設置（※）を図る。
※ 生活困窮者向けの支援会議の設置の努力義務化や、生活保護受給者の支援に関する会議体の設置規定の創設など

④ 医療扶助や健康管理支援事業について、都道府県が広域的観点からデータ分析等を行い、市町村への情報提供を行う仕組み（努力義
務）を創設し、医療扶助の適正化や健康管理支援事業の効果的な実施等を促進する。

単身高齢者世帯の増加等を踏まえ、住宅確保が困難な者への安定的な居住の確保の支援や、生活保護世帯の子どもへ
の支援の充実等を通じて、生活困窮者等の自立の更なる促進を図るため、①居住支援の強化のための措置、②子どもの
貧困への対応のための措置、③支援関係機関の連携強化等の措置を講ずる。

施行期日

改正の概要

改正の趣旨

令和７年４月１日（ただし、２②は公布日（※）、２①は令和６年10月１日）※２②は令和６年１月１日から遡及適用する。 6



居住支援の強化

目指す姿①

• 生活困窮の相談窓口・重層的支援体制整備事業におけ
る住まい・入居後の生活支援の相談の明確化

• 居住支援協議会の設置促進【住】

改
正
内
容

住まいに関する総合相談窓口の設置

• 住まいに関する困りごとの相談に幅広く対応
• 居住支援協議会も活用しつつ、福祉関係の支援や不動産関係

の支援につなぐ

目指す姿②

• 居住支援事業について、地域の実情に応じた必要な支援の実施
を努力義務化

• 見守り支援の期間（１年）の柔軟化【省令】
• 居住支援法人等が緩やかな見守り等を行う住宅の仕組みを構築。
この住宅について、住宅扶助の代理納付を原則化【住】

改
正
内
容

見守り支援の強化・サポートを行う住宅の新設

• 生活困窮者に対する入居支援・入居中の訪問等による見守り支援等
を、より多くの自治体で地域の実情に応じて実施
※衣食住支援：331自治体・37%(2021年)、見守り支援：54自治体・6%(2022年)

• 住宅確保要配慮者への円滑な住宅（見守り等を行う賃貸住宅）の提
供に向けた環境整備

✓ 住まい確保等に関する相談支援から、入居時・入居中・退居
時の支援まで、切れ目のない支援体制が構築される

➔住まい確保に困っている者の自立の促進が図られる
大家の不安軽減により円滑な入居が実現する

✓ 住宅施策と福祉施策の連携により、安心な住まいの確保が図られる

目指す姿③

• 住居確保給付金を拡充
※転居費用の支給に当たっては、就職活動を要件としない

改
正
内
容

家賃の低廉な住宅への転居支援

• 家賃の低廉な住宅への転居のための初期費用（引っ越し代、
礼金等）を補助

目指す姿④

• 緊急一時的な居所確保を行う場合の加算創設【予算】

• 無料低額宿泊所の事前届出義務違反の罰則を創設
• 無届の疑いがある無料低額宿泊所を発見した場合の市町村から
都道府県への通知（努力義務）を創設

改
正
内
容

その他：良質な住まい等の確保

• 様々な要因により緊急一時的な居所確保が必要な者にも、衣食住の
支援を実施

• 無料低額宿泊所の事前届出の実効性確保

✓ 年金収入で暮らす高齢者や就労収入を増やすことが難しい者
が、低廉な家賃の住宅に引っ越すことが可能となる

➔家賃負担軽減により自己の収入等の範囲内で住み続けるこ
とができ、自立の促進が図られる

✓ 緊急時の支援の充実、生活保護受給者の住まいの質の向上が図られる

（※）国土交通省で「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律等の一部を改正する法律案」を国会に提出。（【住】とあるものはこの法案による。）
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生活困窮者自立支援法による支援の効果（H27～R４）

○施行後８年間での

・新規相談受付件数は、約286.0万件。

・継続的な支援のためプランを作成した件数は、約73.7万件。

・就労・増収につながった者は、約27.0万人。令和４年度の就労・増収率は43％。

○令和４年度において、プラン作成者のうち自立に向けた改善が見られた者の割合は81％。

新
規
相
談
受
付
件
数

プラン作成により
継続的に支援 生

活
困
窮
か
ら
の
脱
却
・自
立

約286.0
万件

約73.7万件
（①の25.8％）

約37.5万人

（②の50.9％）

就労・増収者数

約27.0万人

うち、就労支援
対象プラン作成者分

約16.1万人（注3）
（H28年度以降の実績）

1

2

ア
セ
ス
メ
ン
ト
・振
り
分
け

プラン作成者のうち自立に向けた改
善が見られた者の割合
（令和元年度85％、令和2年度83％、
令和3年度79％、令和4年度81%）

就労・増収率

43％（R4年度）

【注１】 新たな評価指標による調査（各年度集計値）をもとに「他制度・他機関へのつなぎ」「相談・情報提供のみで終了」の占有率を算出し、生活困窮者自立支援室で推計。令和2年度以降は統計システムより抽出。
【注２】 新たな評価指標による調査より、「他制度・他機関へのつなぎ」の件数のうち、「福祉事務所（生活保護担当部署）」につないだ割合をもとに、生活困窮者自立支援室で推計した。令和2年度以降は統計システムより抽出。
【注３】 平成28年度より実績把握を開始したため、平成28年度以降の実績（合計値）となる。

他制度・他機関
へのつなぎ（注1）

約60.2万件

相談・情報提供
のみで終了（注1）

約103.2万件

うち、就労支援対象者

うち生保窓口へ約14.9万人（注2）

（補足）R4の就労・増収率算出方法

就労・増収者数（就労支援対象プラン作
成者）（24,995人）／就労支援対象者
（57,720人）＝就労・増収率（43%）
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○ 生活困窮者自立支援制度のこれまでの支援状況を踏まえ、「新経済・財政再生計画改革工程表2022」（令和4年12月22日経済財政諮
問会議決定）でＫＰＩの見直しを行った。

ＫＰＩとこれまでの実績

➢ 「新経済・財政再生計画改革工程表2022（令和４年12月22日経済財政諮問会議決定）
○再生計画の改革工程表の全44項目の着実な推進（㊸生活困窮者自立支援制度の着実な推進）
新規相談受付件数の目標値について、制度開始以降の実績及び特例貸付の償還開始による相

談者の増加を見込み見直しを行った。

生活困窮者自立支援制度におけるＫＰＩの見直しについて

KPI項目 KPI

新規相談受付件数 【2025年度までに40万件】

自立生活のためのプラン作成件数 【年間新規相談件数の50％】

自立生活のためのプランに就労支援が盛り込まれた
対象者数

【毎年度プラン作成件数の
60％】

就労支援プラン対象者のうち、就労した者及び就労
による収入が増加した者の割合

【毎年度75％】

自立生活のためのプラン作成者のうち、自立に向け
ての改善が見られた者の割合

【毎年度90％】

自立生活のためのプランに就労支援が盛り込まれた
対象者数（自立生活のためのプランに就労支援が盛り
込まれた対象者数／プラン作成件数）

自立生活のためのプラン作成
者のうち、自立に向けての改善

が見られた者の割合

就労支援プラン対象者のうち、
就労した者及び就労による収入が増加した者の割合
（就労支援プラン対象者のうち就労・増収者数／自
立生活のためのプランに就労支援が盛り込まれた対

象者数）

新規相談受付件数

自立生活のためのプラン作成件数
（プラン作成件数／新規相談受付件数）

226,411 
222,426 

229,685 
237,665 

248,398 

786,163 

555,779 

353,095 

14.7 14.5 14.9 15.5

16.2

51.4
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85%
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0%

20%

40%

60%

80%

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

51%

48%

45% 44% 45%

55% 54%

57%

35%

40%

45%

50%

55%

60%

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

9



住居確保給付金の支給実績の年度別推移（平成２７年度～令和４年度）

7,021 5,463 4,287 4,434 4,270 

153,007 

61,309 

27,169 

6,613 5,095 4,109 4,172 3,972 

134,946 

45,671 

24,272 

4,794 

33,527 

13,518 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和4年度

新規申請件数 新規決定件数 再支給決定件数

（件）

○ 支給決定件数について、平成２７年度～令和元年度は、約4,000～7,000件で推移していたが、新型コロナウイルス感染症の感染

拡大の影響等により、令和２年度は約135,000件に急増、令和３年度は約46,000件、令和4年度は約24,000件。また、特例措置で

ある再支給決定件数について、令和２年度は約5,000件、令和３年度は34,000件、令和４年度は約13,500件となり、生活困窮者の

生活の下支えとして大きな役割を果たした。

約34倍

平成２７年度平成２８年度平成２９年度平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

支給済
額

8.7億円 8.2億円 6.3億円 6億円 5.8億円 306.2億円 188.1億円 77.2億円

※令和２・３・４年度の件数については、速報値のため変動する可能性があります。
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論点と見直しの方向性

１ 自立相談支援事業

法改正により、居住支援を強化することを踏まえ、その効果を確認するための成果指標（※）を追

加することを検討する。
※例：福祉事務所設置自治体の自立相談支援事業における、住まいに関する相談体制の整備状況（短期アウトカム）

自立相談支援事業と住宅部局・居住支援法人等との連携状況（中期アウトカム）

居住支援に係るプラン作成者のうち、改善が見られた者の割合（長期アウトカム）

（現行の短期アウトカムに含まれている「自立に向けた改善が見られた変化」のうち、居住支援に関連する項目を活用）

２ 住居確保給付金

法改正により、住居確保給付金を拡充し、転居費用を支給することを踏まえ、その効果を確認す

るための成果指標（※）を追加することを検討する。
※例：転居費用の受給により、家計の改善につながった者の割合（長期アウトカム）

社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会等の報告を踏まえた、「生活困窮者自立支援
法等の一部を改正する法律」において、生活困窮者等の自立の更なる促進を図るため、居住支援の強
化のための措置等を講ずることとしているが、成果指標は本事業の効果測定にあたり適切なものと
なっているか、改正を見据えて検討するべきではないか。

見直しの方向性

論点
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• 参考資料



生活困窮者自立相談支援事業費等負担金

〇負担金は、以下の４事業に要する費用を交付の対象としている。

・自立相談支援事業
・住居確保給付金

生活困窮者自立相談事業費等負担金

・被保護者就労支援事業
・被保護者健康管理支援事業

生活困窮者自立支援法関連

生活保護法関連
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令和４年12月20日・令和５年12月27日付け 社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会

生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに関する中間まとめ・最終報告書概要（抜粋）

新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響で見られた相談者層の多様化・相談内容の複雑化等や、単身高齢者世帯の更なる増加等の今後

の見通しを踏まえ、これらの課題にも適切に対応できるよう、住宅確保要配慮者への切れ目のない支援体制の構築や子どもの貧困対策等

をはじめとする、生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しを実現すべきである。

○居住支援について

➢ 単身高齢者世帯の更なる増加、持ち家比率の低下等、住ま
い支援のニーズは今後ますます高まることが想定される。

➢ 住宅確保要配慮者は、住宅に困っているだけでなく、複合
的な課題を抱えている場合も多い。
住まいの確保等に関する相談支援から緊急一時的な居所

の確保、転居時、住まいが定まった後、退居時の支援まで、
切れ目のない支援体制の構築を図ることが必要。

➢ 無料低額宿泊所について、事前届出制を導入し、規制を実
施しているが、無届の施設もある。

➢ 救護施設等については、入所者が抱える様々な生活課題に
柔軟に対応し、可能な方については地域移行を更に推進す
ることが重要。

現状・課題 見直しの方向性

⚫ 生活困窮者自立相談支援事業（困窮法）における住まい支援の明
確化、重層的支援体制整備事業（社福法）における多機関協働や
居住支援の活用が必要。

⚫ 居住支援法人等が見守り等のサポートを行う住宅の仕組みの構築
に向け、関係省庁が連携して検討を進めることが必要。

⚫ サポートを行う住宅に被保護者が入居する場合の住宅扶助（家
賃）については、代理納付の原則化の検討を進めることが必要。

⚫ 生活困窮者一時生活支援事業を実施するよう努めるものとすると
ともに、同事業におけるシェルターにおいて緊急一時的な居所確
保の支援を行うこと、見守り等の支援（地域居住支援事業）の支
援期間が１年を超える場合の状況に応じた柔軟な活用等が必要。

⚫ 生活困窮者住居確保給付金について、新たに転居費用を補助する
ことにより、安定的な居住に繋げることが必要。

⚫ 無料低額宿泊所について、届出義務違反への罰則や、無届疑い施
設に関する保護の実施機関から都道府県への通知の仕組みが必要。

⚫ 福祉事務所と情報共有を図りつつ、救護施設等の入所者ごとの個
別支援計画の作成を制度化する等の対応が必要。
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福祉事務所について

福祉事務所とは

• 福祉六法（生活保護法、児童福祉法、母子及び父子並びに寡婦福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法及び知的障害者
福祉法）に定める援護、育成又は更生の措置に関する事務をつかさどる第一線の社会福祉行政機関であり、都道府県及び
市（町村は任意）に設置されている。

※ 老人及び障害者福祉分野で施設入所措置事務等が都道府県から町村へ移譲されたことから、都道府県の福祉事務所においては、従来の
福祉六法から福祉三法（生活保護法、児童福祉法、母子及び父子並びに寡婦福祉法）を所管することとされた。
（平成２年の福祉八法の一部改正（老人及び身体障害者福祉分野）、平成１２年の知的障害者福祉法の一部改正）

設 置 主 体 都道府県 一般市（特別区含む） 政令・中核市 町村 計

設置自治体数 ４５ ７３３ ８２ ４７ ９０７

福祉事務所数 ２０３ ７４２ ２５２ ４７ １，２４４

（参考）福祉事務所の設置状況 （令和６年４月１日現在）

主な配置職員

所 員 等 職 務

１ 所の長 都道府県知事又は市町村長（特別区の区長を含む。）の指揮監督を受けて、所務を掌理する。

２ 指導監督を行う所員
（社会福祉主事）

所の長の指揮監督を受けて、現業事務の指導監督を司る。

３ 現業を行う所員
（社会福祉主事）

所の長の指揮監督を受けて、援護、育成又は更生の措置を要する者等の家庭を訪問し、又は訪問しないで、これらの者に面接
し、本人の資産、環境等を調査し、保護その他の措置の必要性の有無及びその種類を判断し、本人に対し生活指導を行う等の
事務を司る。

４ 事務を行う所員 所の長の指揮監督を受けて、所の庶務を司る。

※ 福祉事務所の所員の定数は、条例で定める。ただし、現業を行う所員の数は、各福祉事務所につき、被保護世帯数に応じた標準数（市部80対１、郡部65
対１）を参考として定めるものとしている。

（注） 現業を行う所員については、従来は法律で配置すべき最低数が定められていたが、地方分権一括法による改正で、平成１２年度以降、標準配置数として
定められており、各自治体では、地域の実情に応じて人員配置を行うことが可能になっている。
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実施主体：都道府県・市・区等（福祉事務所設置自治体907自治体） 負担率：３／４

３ 実施主体等

① 基本基準額の見直し
・ 基本基準額について、人口規模に対する標準的な支援件数と当該件数に対して必要な支援員数を踏まえ

た金額に見直す。

② 支援実績加算の実施
・ 標準的な支援件数以上の支援実績がある場合について、基本基準額に当該実績に応じた加算を行う。

③ 支援の質の評価に係る加算の創設
ア 良質な人材の確保

：常勤職員・有資格者・経験年数の長い職員等を 一定割合確保している場合
イ 取組内容の評価

：アウトリーチ支援体制の整備、支援会議を活用した地域づくりの取組等を実施している場合

２ 事業の概要・スキーム

○ コロナ禍で顕在化した新たな相談者層や孤独・孤立問題の深刻化、支援ニーズの多様化等の現状を
踏まえ、自立相談支援事業等の補助体系の見直しを図り、自治体に対して支援の実施状況に応じた適
切な支援を行うとともに、生活困窮者への支援の質の向上を図る。

１ 事業の目的

生活困窮者自立支援制度の実施体制の確保
（必要な人員体制を確保できる補助体系の見直し）

令和６年度当初予算 531億円の内数（545億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

【自立相談支援事業に係る見直し案】
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住まいに課題を抱える生活困窮者等に対し、総合的な相談支援から、見守り支援・地域とのつながり促進などの居住支援までを一貫して
行う「住まい支援システムの構築」に向けて、課題等を整理するため、モデル事業の実施に要する費用を補助する

【実施主体】：都道府県・市・区等（福祉事務所設置自治体） ※居住支援法人、居住支援協議会等へ委託可
【補助率】：国３／４、福祉事務所設置自治体１／４

連携

※既存事業も活用

住まいの相談
プランの策定

抱えている課題
の背景、要因を把
握し、幅広い視点
で住まい支援を中
心とした項目を盛
りこむ

①住宅の斡旋
②家賃支援
（住居確保給付金等）

③居住支援
（入居支援・入居中生
活支援 等）•支出の増加や収入減少等に

より転居が必要となったが、
転居費用が捻出できない。
•身寄りがなく、保証人や緊
急連絡先も確保できない。
•住まいを失っており、地域
とのつながりもない。
•家賃滞納による強制退去な
ど住居を失う危険性が高い。
•関係悪化により家族や知人
から同居が拒否されている。

等

モニタリング

その他、適切な支援
へとつなげる

住まい支援システム構築に関するモデル事業

１ 事業の概要

３ 実施主体等

２ 事業のイメージ

• 福祉部門と住宅部門が連携し、住まいに課題がある者の相談を
包括的に受け止め、相談内容や相談者の状況に応じて適切な支
援関係機関につなぐ

【体制】
自立相談支援機関に居住支援員（仮称）を配置
 福祉と住宅をつなぐ人材、マネジメントの中心的役割

【役割】
① 住まいを中心とした相談支援（居住支援法人等との連携窓口）
② アセスメント・プランの策定・フォローアップ
③ 身寄りのない者への伴走支援（必要な支援機関へのつなぎ）
④ 地域の居住支援ニーズの把握、必要な地域資源の開拓（生活困

窮者の受入れに理解のある大家や不動産業者の開拓）

福祉事務所設置自治体

令和５年度補正予算 2.2億円

居住支援協議会（住宅セーフティネット法）

• 市町村の住宅･福祉部局･居住支援団体等で構成（都道府県の
参加も推奨）

• 居住支援協議会未設置の自治体においては、その他会議体と
の連携等を新たに構築

【役割】
地域の資源の把握や事業の総合調整 等

住まいに課題を抱える
生活困窮者
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＜居住支援法人の行う業務＞
① 登録住宅の入居者への家賃債務保証
② 住宅相談など賃貸住宅への
円滑な入居に係る情報提供・相談

③ 見守りなど要配慮者への生活支援
④ ①～③に附帯する業務

＜居住支援法人に指定される法人＞
・NPO法人、一般社団法人、一般財団法人
・社会福祉法人
・居住支援を目的とする会社

居住支援法人・居住支援協議会について

居住支援協議会の概要

＜居住支援協議会による主な活動内容＞
・会議での協議、情報交換
・不動産・福祉団体への働きかけ、ネットワーク形成
・住宅相談事業、物件の紹介
・家賃債務保証、安否確認サービス等の紹介 等

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進等を図るために、地方公共団体、不動産関係団体、居住支援団体等
が連携して、居住支援協議会を設立

居住支援法人の概要

住宅確保要配慮者の居住支援に係る担い手として、都道府県が指定

都道府県知事

居住支援法人

指定申請

【制度スキーム】

■ 法人属性別

指定状況：769法人（R5.12末時点）

設立状況：136協議会（全都道府県、94市区町）（R5.12末時点）

1

5

4

2

2

1

2

5

27

24

16

78

115

161

326

0 100 200 300 400

合資会社

一般財団法人

社会医療法人

企業組合

生活協同組合

協同組合

公益社団法人

公益財団法人

合同会社

有限会社

社会福祉協議会

社会福祉法人

一般社団法人

ＮＰＯ法人

株式会社

指定数

本別町、青森県、
むつ市、長野県、
小海町、菊川市、

名古屋市、半田市、
稲沢市、伊賀市、
岸和田市、香川県、
福岡市、水巻町、
八女市、熊本市
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